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実態調査等（ＰＴ調査:人の動きの総合調査）

交通実態の分析および将来交通量の予測

計画策定・施策提案（マスタープラン等）

企画・準備（事前検討）

１年目

２年目

３年目

必要に応じ特定の都市交通計画・施策立案4年目～

一般的なPT調査

企画・準備の位置づけ
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■何を成果（アウトプット）とし、そのための検
討の観点は何か（計画課題）

■必要データは何か （データ種類、実査企画等）
✓収集データの種類と収集方法（実査、ビックデータ活用等）
✓調査規模（圏域、標本数等）
✓実態調査の準備（調査方法、調査票設計等）

■成果（ＭＰ、政策）にどう結び付けるか
（分析・予測・評価方法等）

■協議体制をどうするか

■事務的に必要な準備（抽出）

企画・準備の要点

copyright 計量計画研究所
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企画準備は、アウトプットをイメージし、課題解決に
向け、必要となる「データ」、政策・計画を導く「分析・
予測」を一体で考える

アウトプットに向けた手法

企画
（計画課題）

分析
予測評価

アウトプット
（政策・計画）

必要データ
（実査等）

アウトプットに
必要なデータ種類・収集

分析・予測・評価に適
したデータ種類・収集

１年目

２年目 ３年目

copyright 計量計画研究所



講習２：調査企画・準備

5

前年度又は前々年度から準備を行うことが望ましい

６月 11月 ３月

調査目的
実査方法
調査規模
体制案

実査企画
調査票設計
収集データ
全体方針

企画準備 実査年（１年目）

10月

概
算
要
望

（
国
）
予
算
要
望

企
画
準
備
の
ま
と
め

抽
出
作
業
・
広
報

調
査
物
件
作
成

実
査
開
始

～９月

実態調査を行う場合、早めに準備

copyright 計量計画研究所
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１．計画課題の設定

２．計画課題を踏まえた調査企画

３．トリップ調査票の設計

４．補正・付帯調査の設計

５．分析・予測に向けた準備

６．実態調査に向けた準備

７．全体スケジュール・検討体制

講習内容

copyright 計量計画研究所
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１．計画課題の設定
２．計画課題を踏まえた調査企画
３．トリップ調査票の設計
４．補正・付帯調査の設計
５．分析・予測に向けた準備
６．実態調査に向けた準備
７．全体スケジュール・検討体制

分析
予測評価

アウトプット
（政策・計画）

必要データ
（実査等）

アウトプットに
必要なデータ種類・収集

アウトプットに向けた手法

分析・予測・評価に適
したデータ種類・収集

企画
（計画課題）

１．計画課題の設定

copyright 計量計画研究所
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「総合都市交通体系調査」におけるプランニングの例

●都市交通マスタープラン
●都市地域総合交通戦略（施策実施プログラム）

●個別テーマに対応したマスタープラン
・地域公共交通網形成計画
・立地適正化計画 etc.

●その他のプランニングへの活用
・都市経営 ・拠点への集客 ・高齢者・子育て支援
・災害リスク ・エネルギー・地球温暖化対策 etc.

講習６：プランニング参照

copyright 計量計画研究所
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＜近年の計画課題設定の例＞

・集約型都市構造を支える交通体系の構築

・人口減少、高齢化を踏まえた公共交通計画
・公共交通の利用促進、活性化
・移動困難者に対応した移動手段確保

・中心市街地活性化に向けた交通体系の確立 など

「計画課題」：計画（ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ）に向けた検討の観点

計画課題は、各都市圏の特性・課題に応じて設定

copyright 計量計画研究所
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【H18沖縄ＰＴの計画課題の例】

計画課題

戦略的公共交通体系の構築 BRTやLRT等の展開，モノレール延伸 等

観光振興・地域活性化型交通
システムの立案 交通ネットワーク整備 等

道路空間の有効活用方策の
推進

歩きやすい環境整備 等

実践型交通施策の推進 公共交通の利用促進、ＴＤＭ施策展開

取組むべき施策等

copyright 計量計画研究所
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【H27群馬ＰＴの計画課題の例】

持続可能な都市構造の構築

人口減少下のまちのまとまりづくり

誰もが移動しやすい交通環境の
構築

広域的な観光周遊ネットワークの
構築

災害に強い安心安全なまちづくり

望ましい都市構造にあわせた
都市計画道路見直し等

社会資本・公共施設の
維持管理・更新の検討（適正配置等）

広域的な鉄道ネットワーク、
利便性の高いバスネットワーク

観光周遊ネットワークの検討

避難支援、帰宅困難者対策

計画課題 取組むべき施策等

copyright 計量計画研究所
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１．計画課題の設定
２．計画課題を踏まえた調査企画
３．トリップ調査票の設計
４．補正・付帯調査の設計
５．分析・予測に向けた準備
６．実態調査に向けた準備
７．全体スケジュール・検討体制

分析
予測評価

アウトプット
（政策・計画）

必要データ
（実査等）

アウトプットに
必要なデータ種類・収集

アウトプットに向けた手法

分析・予測・評価に適
したデータ種類・収集

企画
（計画課題）

copyright 計量計画研究所
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①調査の全体構成：どのような内容の調査にするか

例１：マスタープラン、施策立案、予測が必要な場合
⇒ オーソドックスなフルセットの調査
（通常のＰＴ調査＋必要な付帯調査）

例２：特定の計画・施策のみの検討が必要
⇒ 簡易調査検討
（小規模ＰＴ、地域限定ＰＴ、付帯調査のみ等）

②実態調査体系の明確化
補完・付帯調査、既存データ活用の検討・企画

２．計画課題を踏まえた調査企画

計画課題に対応した実査企画、収集データの特定

copyright 計量計画研究所
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③収集可能な主な既存データ

a. 交通統計調査（道路センサス、大都市交通センサス等）
b. 警察等の観測交通量、旅行時間、渋滞状況
c. プローブカーによる旅行速度データ
d. 交通事業者の駅間・バス停間の利用者数（ICカードデータ等）
e. 民間企業が提供・販売する人の滞留・流動データ
ｅｘ．携帯電話の位置情報に基づく滞留人口データ

⇒ビッグデータ等の実態と活用は、講習６参照（上記 c・d・e 該当）
⇒都市計画調査室では、ビッグデータ活用を推奨＝講習２参照

copyright 計量計画研究所
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【H18沖縄ＰＴの実査・データ体系の例】

戦略的公共交通体系の構築

観光振興・地域活性化型交
通システムの立案

道路空間の有効活用方策の
推進

実践型交通施策の推進

本体調査（トリップ調査）
世帯構成の把握
個人行動の把握

ＴＤＭ意向調査

生活行動調査
（地域交通ニーズ把握）

観光調査
周遊ニーズ把握
詳細行動の把握

選好意識調査
（新たな公共交通ｼｽﾃﾑの可能性）

計画課題

copyright 計量計画研究所
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【H27群馬ＰＴの実査・データ体系の例】

本体調査（トリップ調査）
世帯構成の把握
個人行動の把握

交通・生活アンケート調査

スクリーンライン調査

ビックデータ活用
携帯電話位置情報データ
民間プローブデータ

持続可能な都市構造の構
築

人口減少下のまちのまとま
りづくり

誰もが移動しやすい交通環
境の構築

広域的な観光周遊ネットワ
ークの構築

災害に強い安心安全なま
ちづくり

計画課題

copyright 計量計画研究所
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３．トリップ調査の設計

①日常的な生活圏域として必要十分な範囲
（考慮すべき具体的な視点）

・中心都市からの通勤・通学圏域
・商圏等の地域間のつながり
・自然条件、行政界

②計画課題・施策の検討上で必要十分な範囲

③調査コストとのバランスにも配慮

（１）調査対象圏域の設定

copyright 計量計画研究所
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○調査方法は、訪問留置・訪問回収、
郵送配布・郵送回収、WEB回収などがある

＜ ＞
 訪問留置・訪問回収 

○調査対象世帯で
　調査票を記入

調査員

調査対象世帯

調査員が調査票を配布

調査員が調査票を回収

（２）実態調査手法の設定

＜ ＞
 郵送配布・郵送回収 

調査票を郵送

調査票を郵送

○調査対象世帯で
　調査票を記入

調査主体・実施本部

調査対象世帯
秘

＜ＷＥＢ ＞
    回収 

調査員が調査票を配布

ＷＥＢ○   上で
　調査票を記入

調査対象世帯

調査員

調査票を郵送

もしくは

調査主体・実施本部

調査主体・実施本部

copyright 計量計画研究所
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＜参考＞ＷＥＢ先行方式の例（東京ＰＴ調査）

調査依頼はがきの発送

ＷＥＢで回答

調査物件発送

ＷＥＢで回答 紙で回答

手入力で
データ化

自動でデータ化

回答のない
対象者

WEB
並行方式

WEB
先行方式

郵送開始 1週目 2週目 3週目 4週目 6週目5週目

調査日
回答
期限

調査日
回答
期限

第1段階調査 第2段階調査

調査日
回答
期限

WEB調査の
無回答者を抽出

＜実態調査の流れ＞ ＜調査期間イメージ＞

従来型

先行型

調
査
日

回
答
期
限

調
査
日

回
答
期
限

調
査
日

回
答
期
限

第１段階

調査

第２段階

調査

ＷＥＢ無
回答者を
抽出

従来型

郵送
開始

copyright 計量計画研究所
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＜WEB回収＞

○調査票等の配布は、訪問留置あるいは郵送配布。

○ＩＤ・パスワードを配布する事例が多い。

＜調査手法の比較＞

訪問配布・訪問回収 郵送配布・郵送回収

配布回収方法 調査員が配布・回収 郵送で配布・回収

補足説明方法 調査員が留意事項や記入
方法を説明

留意事項等を説明する資
料を同封する

調査管理方法
調査の質、進捗把握のた
め調査員の研修・指導が
重要

進捗状況を管理するため
に返送調査票数等を日々
確認することが重要

回収率 50～80％ 20～40％

回答チェック 回収時に調査員が記入状
況のチェックも可能

回答に不明や未記入があ
るサンプルが多くなる傾
向がある（要チェック）

＜WEB回収＞

○調査票等の配布は、訪問留置あるいは郵送配布
○ＩＤ・パスワードを配布する事例が多い copyright 計量計画研究所
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＜近年の調査方法＞

調査対象者と会えない
 単身世帯、共働きの増加等で不在
 オートロックマンションの増加

調査対象者の協力が得られない
 訪問調査への不信感

調査員の不足
 不在・拒否が多いため訪問調査の効率が悪い

（一人の調査員の負担が大きくなる）
 不在世帯や拒否世帯が多く調査員のなり手が少ない

訪問調査の問題

→ 近年は郵送調査が主流になりつつある
※国勢調査は、平成27年調査から全国的に郵送調査にて実施

インターネット回答の利用案内を配布し、インターネットでの回答
が無い場合、調査票が配布される調査手法にて実施された

copyright 計量計画研究所
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＜調査方法検討の観点・主なメリット・デメリット＞

 質の良い訪問調査員確保は非常に困難（特に大都市）
調査員の確保の困難性 《〇郵送調査》

調査票の記入精度 《◎WEB、〇訪問、△郵送》
 訪問は、調査員が回収時に記入内容のチェックが可能
 郵送は、チェックが不可能で調査結果に不明が多い
 WEBは、誤回答の修正を求めることができ不明が少ない

調査コスト 《〇郵送調査》
 郵送調査は、訪問調査よりコストが安い（6～7割程度）

母集団の代表性 《〇訪問、×WEB》
 訪問調査は、有効回収率が70％程度と郵送調査より

はるかに高く、母集団の代表性に優れている
 WEBは、高齢者の回答が得られない

copyright 計量計画研究所
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必要なサンプル数（標本数）又は標本率（サンプル数の対人口
割合）は、関係式に基づいて設定

・目的分類：通勤、通学、私事、業務など（４～５目的）
・手段分類：鉄道、バス、自動車など（４～５手段）
・ゾーン数：都市圏に応じて設定
⇒目的別交通手段別ゾーン別の交通量の精度を保証する

( ) r)/r/N1)・(1(ZKKARSD −−=

RSD(A)
K
N
ZK
ｒ

： 相対誤差（一般的に20％以内を目標）
： 信頼係数
： 母数
： カテゴリー数（ゾーン数×目的分類数×手段分類数）
： 標本率

（３）調査規模（標本率）の設定

copyright 計量計画研究所
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調査規模と精度、費用の関係

少ない
（低い）

標本数
（標本率）

精　度 分析・予測 費　用

多い
（高い）

安い

高い

低い
（荒い）

制約多い
工夫が必要

各種・幅広く
分析可能

高い

大

小

ト
リ
ッ
プ
調
査
の
規
模

どの程度の規模・内容で実施するかは、
都市圏の実情や予算を加味して決定すべき copyright 計量計画研究所
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主な都市圏の標本率

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

標
本
率
（
％
）

都市圏人口（万人、５歳以上）

都市圏人口（5歳以上）と標本率

第５回仙台 Ｈ23中京

第４回仙台

Ｈ27群馬

Ｈ20東京

Ｈ22京阪神

Ｈ24熊本

copyright 計量計画研究所
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① 調査手法
訪問調査 又は 郵送調査（ＷＥＢ回収併用）

② 回収率の想定
調査手法により回収率は異なる

（４）調査規模（標本率）の設定

・訪問調査：回収率７０～８０％（低いと６０％）

・郵送調査：回収率２０～３０％（高いと４０％）

③ 配布数の設定
・回収率50％設定であれば配布数は、標本数の２倍
・回収率20％設定であれば配布数は、標本数の５倍
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① 調査票の構成
調査票は「世帯票」と「個人票」で構成されることが多い

② 基本的な調査項目

（５）トリップ調査票の設計

世帯票 ・現住所
・世帯構成員の年齢、続柄、運転免許保有
・世帯での自動車等の保有状況
・世帯構成員の就学、就業状況

個人票 ・出発地の住所、施設、出発時刻
・到着地の住所、施設、到着時刻
・移動目的
・移動手段
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住居の設問
（賃貸/所有、戸建/集合等）

住み替えの設問
（転居年、前住居、転居理由）

世帯属性の設問

車種別の保有台数

現住所
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講習２：調査企画・準備世帯票（裏）の例：仙台都市圏
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就業状況
（正規・非正規等） 就学先 就業先

（産業、始業時刻、兼業有無）

copyright 計量計画研究所



講習２：調査企画・準備個人票（表）の例：山形都市圏
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起床、就寝時間

施設を細分類

高速道路利用

乗降駅・バス停名
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31

日曜調査
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【スクリーンライン調査】
＜目的＞
自動車ＯＤ表の精度を検証するため、自動車交通量
を把握する
※自動車交通量推計の精度が求められる場合は重要
＜方法＞
河川や鉄道など、そこを通過する自動車のほぼ全数が
把握できる仮想線（スクリーンライン）を設定し、横切
る交通量を観測

●補正調査

トリップ調査で得られたデータについて、精度の確認を行い、補
正を加えるために実施する調査

４．補正・付帯調査の設計
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各都市圏で様々な付帯調査が実施されている
●付帯調査

＜ＰＴ調査と同時に実施する調査の例＞
意識調査（ＰＴ調査と同時に配布）の決定事項
・調査票
・目標回収サンプル数と配布票数

＜ＰＴ調査とは別に実施する調査の例＞
観光交通計画のためのヒアリング調査の決定事項
・調査箇所（観光地・宿泊施設・駐車場 等）
・目標回収サンプル数と調査員配置案
・調査票
・調査方法（郵送か、聞き取りか）
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1
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1
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14
13
13
13

8
5
5

2
1
1
1
1

10
11

5

0 5 10 15

生活行動全般
公共交通利用

通勤交通
買物交通
高齢者

通学交通
事業所

中心市街地
自動車利用

鉄道端末交通
通院交通
バス利用
施設利用

交通手段全般
新幹線

大規模施設関連交通
満足度（交通手段）

居住に関する意識・住み替え意向
都市交通施策に対する意向
交通サービスに対する意向

自動車転換可能性
交通手段選考意識

交通機関利用状況（MM）
満足度（居住地）

生活スタイル
転居実績

ネットショッピング
災害時の行動意向

休日交通（実態・意向）
観光交通（実態・意向）
冬期交通（実態・意向）

交
通

実
態

住
民

意
識

近年実施された付帯調査（2000年～）

■調査内容ごとの件数（39都市圏）○交通実態
－目的や手段ごとに詳細に調査
する例が多い（公共交通、自
動車、通勤、買物、通院）

○住民意識調査
－満足度
－住み替え意向
－交通サービス
－自動車転換可能性
－モビリティマネジメント(MM)
○休日交通
－中心市街地の買物が中心

○観光交通
－沖縄中南部ではPP調査を実施
○冬期交通
－旭川、道央都市圏等で実施

34
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【H27群馬ＰＴの実査・データ体系】

本体調査（トリップ調査）
世帯構成の把握
個人行動の把握

交通・生活アンケート調査

スクリーンライン調査

ビックデータ活用
携帯電話位置情報データ
民間プローブデータ

持続可能な都市構造の構
築

人口減少下のまちのまとま
りづくり

誰もが移動しやすい交通環
境の構築

広域的な観光周遊ネットワ
ークの構築

災害に強い安心安全なま
ちづくり

計画課題

同時
配布
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群馬ＰＴ：交通・生活に関するアンケート調査

特定の平日一日の調査では把握できない外出頻度の低い高
齢者等の活動把握のため、頻繁に利用する施設やそこへの利
用交通手段、ニーズを把握する

調 査 概 要

調査対象
本体調査（トリップ調査）の全対象世帯に対し
て高校生以上の居住者

調査票 Ａ３判（両面）
調査方法 郵送調査及びWEB回収

36
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講習２：調査企画・準備群馬PTの交通・生活アンケート票

37

買い物でよく行く場所（２か所）、
頻度、交通手段を把握

通院でよく行く場所、頻度、交通手段

食事・娯楽などよく行く場所（２か所）、
頻度、交通手段を把握

送迎でよく行く場所、頻度、送迎者
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■分析結果①：目的別の活動頻度

38
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6%

60%

59%

53%

59%

16%

16%

19%

16%

2%

2%

2%

2%

16%

18%

21%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県央地域

東毛地域

北毛地域

都市圏計

週5日以上 週1日以上 月1日以上 年1日以上 外出しない

9%

8%

6%

8%

42%

43%

35%

42%

22%

21%

24%

22%

27%

28%

35%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県央地域

東毛地域

北毛地域

都市圏計

週5日以上 週1日以上 月1日以上 年1日以上 外出しない

6%

6%

4%

6%

31%

31%

31%

31%

28%

26%

28%

27%

35%

37%

37%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県央地域

東毛地域

北毛地域

都市圏計

週5日以上 週1日以上 月1日以上 年1日以上 外出しない

1%

2%

1%

1%

17%

17%

11%

16%

19%

19%

17%

19%

23%

21%

25%

22%

40%

42%

46%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県央地域

東毛地域

北毛地域

都市圏計

週5日以上 週1日以上 月1日以上 年1日以上 外出しない

図 地域別の日常的な買物での外出頻度 図 地域別のその他の買物での外出頻度

図 地域別の通院での外出頻度 図 地域別の娯楽・レジャーでの外出頻度
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■分析結果②：買物交通の集中場所（日常、不定期）

39

▲日常的な買物先への集中状況（本体調査）

▲不定期な買物先への集中状況（交通・生活アンケート調査）

イオンモール高崎周辺 けやきウォーク周辺 SMARK周辺 イオンモール太田周辺
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■分析結果③：高齢者の活動場所（買物、通院）

40

高齢者の居住地

主な活動場所と高齢者の居住地（日常的な買物目的）

主な活動場所と高齢者の居住地（その他の買物目的）

主な活動場所と高齢者の居住地（通院・医療目的）

1～25
25～50
50～100
100～250

高齢者数（人）

250～500
500～

：自分でクルマが使える人

：自分でクルマが使えない人

日常的な買物

（数字は、人/週）

その他の買物

（数字は、人/週）

：自分でクルマが使える人

：自分でクルマが使えない人

通院

（数字は、人/週）

：自分でクルマが使える人

：自分でクルマが使えない人
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■分析結果④：公共交通利用頻度（利用有無）

41

▲ 年間を通じた公共交通利用の有無（交通・生活アンケート調査）

■利用する ■利用しない
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■分析結果⑤：バスの利用頻度（全域・市町別）

42
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8.0%
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4.3%
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1.1%
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1.7%

5.3%

7.1%

4.7%

6.4%

2.2%

1.8%
6.3%

2.8%

6.3%

15.3%

17.0%

18.8%

13.4%

11.5%

12.1%

15.8%

17.1%

11.0%

11.5%

12.3%

12.8%

10.9%

7.6%

12.6%

8.3%

13.0%

18.2%

11.2%

12.7%

13.6%

6.3%

12.6%

75.5%

71.7%

70.7%

74.7%

81.9%

81.0%

76.6%

72.0%

82.6%

86.6%

79.5%

78.0%

74.5%

88.1%

77.9%

84.5%

81.1%

66.4%

82.0%

85.5%

78.7%

88.6%

79.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

都市圏計

前橋市

高崎市

桐生市

伊勢崎市

太田市

館林市

渋川市

藤岡市

富岡市

安中市

みどり市

榛東村

吉岡町

下仁田町

甘楽町

玉村町

板倉町

明和町

千代田町

大泉町

邑楽町

足利市

週に5回以上 週に1回以上 月に1回以上 年に1回以上

n=3,800

n=16,018

n=4,162

n=687

n=1,294

n=1,416

n=619

n=457

n=327

n=366

n=351

n=218

n=55

n=118

n=95

n=84

n=169

n=110

n=89

n=55

n=272

n=176

n=1,098
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１．計画課題の設定
２．計画課題を踏まえた調査企画
３．トリップ調査票の設計
４．補正・付帯調査の設計
５．分析・予測に向けた準備
６．実態調査に向けた準備
７．全体スケジュール・検討体制

分析
予測評価

アウトプット
（政策・計画）

必要データ
（実査等）

アウトプットに
必要なデータ種類・収集

アウトプットに向けた手法

分析・予測・評価に適
したデータ種類・収集

企画
（計画課題）

５．分析・予測に向けた準備
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44

（１）ゾーニング（ゾーン区分）

・集計・分析・予測の地域単位の設定
・複数のゾーンレベルを設定し、用途に
応じて使い分け
→分析、予測のゾーン単位を
事前に決めておくことが必要

 

小ゾーン界
市町村界

【H14年仙台PTの例】

区分 ゾーン数 用途

大ゾーン ５８ 都市圏概況の把握

中ゾーン ４０９ 集計分析の基本単位
市街化区域等との整合

小ゾーン １８２５ 予測上の地域単位
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（２）分析・予測手法

①柔軟な地域分析に向けた工夫（ジオコーディング）
住所（番地・号）を座標データ（点）として整備
→調査票設計での対応が必要

ジオコーディング
例：駅300m圏の交通特性分析が可能

従来：分析単位がゾーン単位
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②需要予測の手法の確認
計画課題の検討に相応しい需要予測手法を事前検討し、
トリップデータ以外の必要データを確認する

【H14年仙台PTの例】

地域間予測
交通手段別の予測

発生量の予測

自動車交通量予測

生成量の予測

自動車

現況自動車交通量データ

自動車、バスの走行速度データ
駐車場収容台数データ

より現実を反映させるために！
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＜住民基本台帳データの利用可能性の把握と事前依頼＞

○ 住民基本台帳の使用には様々な手続きが必要
○ 全市町村にアンケート調査等を実施して、以下の情報を把握し、
抽出計画を策定する

＜把握すべき情報＞
① 個人情報保護に係る取り扱い留意点
② 台帳使用の手続き・必要書類・費用
③ 電算抽出や電子データでの提供の可否
④ 外字ファイルの提供可否、名前のふりがな提供可否

６．実態調査に向けた準備

※市町村毎にルールが異なる場合があり、調整に時間を要する！
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・市町村単位で個人情報保護の条例制定
・市町村条例に対応した方針を明確にする必要あり

個人情報保護の遵守と対応

宮城県

ＰＴ調査

個人情報保護
の方針の策定

受注者

個人情報保護
に向けた要領
（作業方針）

授受、運搬、管理等

受注者

（作業者）

各作業場での対
応策（計画）

具体的な運用方法

市
町
村
の
条
例
整
理

【H28年仙台PTの例】

企画・準備での対応範囲
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①ＷＥＢ回収法
・回収率が低い単身世帯・若年者への対応
②粗品・景品
・実施例は増えつつある
✓粗品（ボールペン等）
※熊本PT・群馬PT
✓景品（特産品等）
※群馬PT、仙台PT、山形PT

※景品抽選は、応募のため個人情報を集めることとなり、個人
情報への十分な対応が必要

回収率向上に向けた方策
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③丁寧な依頼状
ex. ＰＴの意義のＰＲ資料、知

事の写真・サイン
※名前・写真使用の確認

④回収先
・郵送調査票の行政受領
※行政受領の可能性確認
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⑤キャラクター使用
※キャラクター使用の可否・ルールの確認

copyright 計量計画研究所
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手続き
手続き

開始時期
申請の流れ

総務省の
チェック

三大

都市圏

一般統計

（承認申請）

遅くても

４～５月

国土交通省

⇒総務省

妥当性を

厳格に確認

その他の

都市圏※

一般統計

（届出）

遅くても

７月ごろ

都道府県・
政令指定都市
統計主管部課
⇒総務省

形式確認が
主で内容審
査は少ない

総務省に対する手続き

●ＰＴ調査は総務省に対する手続きが必要

統計法等に基づき、実査が統計技術的にみて合理的であるか、他統
計との間で調整の必要がないか等を確認するための手続き

※近年、地方都市圏では、審査は簡便になっている
copyright 計量計画研究所
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● 三大都市圏の場合 （その他都市圏もほぼ同様）
① 申請書 ：申請書類の鑑
② 申請事項記載書 ：概略説明資料
③ 調査計画新旧対照表

：調査方法等に関する具体的な説明資料
【留意点】前回調査と抽出数や抽出率等を比較される

④ 調査票

⑤ 調査票新旧対照表

：調査票に関する具体的な説明資料
【留意点】前回調査・他都市圏と比較される

※標準的な調査項目以外の調査項目を設定する場合
十分な理由、必要性を整理しておく必要がある

＜総務省手続きに必要な書類＞

copyright 計量計画研究所
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実態調査から分析、予測、計画提案にいたる３ヵ年の全
体スケジュールを作成する。

７．全体スケジュール・検討体制

（１）全体スケジュール

＜留意事項＞
※ 関係機関との調整、結果公表・意見聴取等を考慮

１年目 ２年目 ３年目

実態調査
データ整備

分析・課題整理
予測手法検討

将来予測
計画・施策立案

調整等で時
間を要する
ので注意

copyright 計量計画研究所
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○ 様々な関係主体に参画を求めて
委員会等の組織 を構築

○ 調査の実務担当者間で、
担当者会議または事務局会議 を構築

（２）検討体制

【H29年仙台PTの例】

検討会
（決定の場）

幹事会
（調整の場）

技術検討WG
（検討の場）

事務局

copyright 計量計画研究所
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✓政策・計画に関する情報公開、市民等の意見を聴取した計画
反映が求められている

✓ＰＲのタイミング
調査実施時 ： 調査の協力要請、周知
分析結果 ： 問題課題の共有
計画提案 ： 計画・施策の周知、共有

✓ＰＲツール
ニューズレター、ホームページ、シンポジウム、ＳＮＳ等

（３）ＰＲや関係者への意見聴取

copyright 計量計画研究所
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企画準備は、アウトプットをイメージし、課題解決に
向け、必要となる「データ」、政策・計画を導く「分析・
予測」を一体で考える

おわりに

アウトプットに向けた手法

企画
（計画課題）

分析
予測評価

アウトプット
（政策・計画）

必要データ
（実査等）

アウトプットに
必要なデータ種類・収集

分析・予測・評価に適
したデータ種類・収集

１年目

２年目 ３年目
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総合都市交通体系調査のバリエーション

○過去に実施されたＰＴ調査データを活用した検討

ｅｘ．都市圏内の一部都市の交通マスタープラン、道路網計画など多数

（過去のＰＴとビッグデータなどを組合せて交通量を作成する例もある）

⇒地域のニーズに応じ、適宜、必要個所を参照ください

○マスタープランを策定せず、個別施策の検討のみ実施も可能

本研修では、オーソドックスな調査（実態調査→プラ

ンニング）の流れに沿って講習を行うが、総合都市交通

体系調査は、以下のように柔軟な調査が実施可能

○簡易な調査や既存のビッグデータなどを活用した検討も可能

copyright 計量計画研究所
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望ましい交通・まちづくり政策に向けた第一歩は、
入念な「企画・準備」から始まる

ご清聴ありがとうございました
copyright 計量計画研究所
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